
（テレワーク活用推進コース／テレワーク機器導入事業）
様式第９－１号（第１６条関係）

3 年 4 月 19 日　　

公益財団法人東京しごと財団理事長　殿

企業等の所在地

企業等の名称

代表者役職

代表者氏名　

1 助成金実績報告額

円

2 他の助成金との併給状況

☑

□

□

3 企業等の概要

人 内訳： 男性 人 女性 人

株式会社○○○

代表取締役

東京　太郎

東京都千代田区飯田橋三丁目１０番３号

受給なし

受給予定

受給済み

支給事由と同一の事由により支給要件を満たすこととなる各種助成金のうち、
国、都又は区市町村が実施するもの（国、都又は市町村が他の団体等に委託
して実施するものを含む。）の受給について

※「受給なし」「受給予定」「受給済み」のいずれかに☑をすること。

令和

常用労働者数 90 58 32

※詳細は、別紙「事業所一覧」のとおり

担
当
者
連
絡
先

役職・氏名 課長　飯田橋　京子

所属（部課係名） 総務部　企画課

住　所
〒102-0072
千代田区飯田橋三丁目１０番３号東京しごとセンター８階

電話番号 03-1234-5678

ＦＡＸ番号 03-1234-9876

メールアドレス

実　績　報　告　書

  テレワーク活用・働く女性応援助成金 テレワーク活用推進コース（以下「助成金」という。）について、助成
金支給要綱第１６条の規定に基づき、関係書類を添えて、下記のとおり提出します。

記

○○○＠○○○.○○.○○

金 374,000

提出日（来所日）を記入してください

印

該当する項目にチェックをつけてください

実績報告書提出日時点の常時雇用する労働者数

（募集要項Ｐ３）に該当する人数を記載してください

所在地および名称は法人登記簿どおりに記載してください

印鑑登録印を押印してください

７助成金額計算書の助成金実績報告額と同じ金額を記入してください



4 助成事業の実施経過及び成果

令和 元 年 8 月 9 日

元 年 9 月 1 日 から 3 年 3 月 31 日 まで

（ 年 ） （ 年 ）

元 年 8 月 26 日 から 3 年 3 月 31 日 まで

（ 年 ） （ 年 ）

※必要に応じ行を追加すること。

5 実施経過

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

機器の購入（ＰＣ・プリンター等）

セキュリティ環境の構築（ＶＰＮ設定・利用）

顧客管理クラウドシステム・セキュリティソフトの利用

テレワーク運用開始

※取組期間を  で塗りつぶし、取組内容を明記すること。

※必要に応じて行は追加すること。

※月別に実施経過をわかりやすく記載すること。

令和

令和

テレワーク機器導入事業

テレワーク機器導入事業

具体的な
取組内容

事業実施期間

令和　元　年度 令和　２　　年度

テレワーク機器導入事業

・テレワーク対象者5人（在宅勤務2人、モバイルワーク3人）
在宅勤務制度およびモバイルワークを導入するため、テレワーク対象社員に1人1台のパソコンを貸与
し、デザイン業務の社員が、社内サーバに安全にアクセスできるシステム環境を構築するとともに、営
業職の社員には、新たに顧客管理クラウドシステムを導入する。この取り組みにより、家庭と仕事との
両立を可能にするとともに、長時間労働を削減する改革に取り組む。

・テレワーク対象者5人（在宅勤務2人、モバイルワーク3人）に対し、1人1台のパソコンを貸与し、在
宅勤務者（デザイン業務）が社内サーバーに安全にアクセスできるシステム環境を構築するとともに、
顧客管理クラウドシステムを導入した。
・デザイン業務の社員は、家庭の事情にあわせて、半日単位または１日単位で週に1～2回程度在宅勤務
を行った。
・営業職の社員3人は、顧客先等へ外出する際に、常に貸与されたパソコンを持参することで、外出先
で顧客先情報の更新や業務報告書の作成が可能になった。
・テレワーク規定を整備し、労働基準監督署に届出をした。
・在宅勤務導入前は、デザイン職の社員から育児により仕事との両立が難しいと相談があったが、業務
の一部において在宅勤務を導入したことにより、家庭と仕事の両立ができそうだとの声もあり、離職防
止につながった。
・営業職にモバイルワークを導入したことで、業務報告書等の作成のために帰社する必要がなくなり、
外出先から直帰できる回数も増え、時間外労働時間が一人当たり月平均5時間削減できた。テレワーク
実施社員からは、ライフ・ワーク・バランスの実現が可能になると感じたなど満足度も高い。
・今回の取組みを通じ、テレワークの効果を実感しており、テレワーク対象者を拡大していく予定であ
る。

令和

令和

助成事業
実施予定期間

※様式第1-1号事業計画書兼支
給申請書記入期間

2019 2021

※事業実施期間は、事業の取組みに係る申し込みや契約を最初にした日から取組みが終了した日までを記入

取組目標の
達成の程度・
事業実施後

の効果

取組内容
※様式第1-1号
事業計画書兼支
給申請書記入事

項

2019 2021

支給決定日

支給決定通知書に記載の支給決定日を

記載してください

支給決定日以後、事業に着手した日を記載してください

（支給決定日前に着手した事業は助成対象外になります）

支給申請書に記載した取組内容に（目標）に対し、達成の程度および事業実施

後の効果について、テレワーク実施社員を中心に、具体的に記載してください

４に記載の事業実施期間にあわせて、事業の取組みについて実施スケジュールを記載してください

支給申請書に記載のテレワーク対象者数および

取組内容を転記してください



6 経費内訳書

№
助成
対象

※助成対象経費には、消費税や源泉徴収税及び支払いにかかる振込手数料を含まないこと。

2 台

2 台

1 台

180,000 194,400

科目
内容

上段：製品名
下段：メーカー・品番・助成対象期間等

数量
（単位）

単価
（円）

（税抜）

助成対象経費
（円）(税抜）

助成事業に要す
る総事業費
（円）（税込）

① 748,500 967,140

テレワーク機器導入事業

合 計合 計合 計合 計

15

14

13

12

11

10 使用料
セキュリティソフト利用料（製品名）

○
600円／

月
54,000 58,320

月額払い：Ｒ１.10.1-Ｒ3.3.31（18か月対象）
5 ライセンス

9 使用料
顧客管理クラウドシステム利用料（製品名）

○
18,000円／年
1,500円／月 81,000 116,640

年契約一括払い：Ｒ１.10.1-Ｒ3.3.31（18か月対象）
3 ライセンス

8 委託費
ＶＰＮルータ設定作業委託

○ 100,000 100,000 108,0001 式

7 賃借料
ＶＰＮルータ

○ 5,000円／月 90,000 97,200メーカー名・品番
3年契約リース月額料：Ｒ１.10.1-Ｒ3.3.31（18か月対象）

1 台

6 消耗品費
ノートパソコンケース

○ 2,000 6,000 6,480
メーカー名・品番

3 個

5,500 5,940
メーカー名・品番

5 個

5 消耗品費
プリンター

○ 36,000 72,000 77,760
メーカー名・品番

2 台

1 消耗品費
デスクトップパソコン

○ 90,000

4 消耗品費
マウス

○ 1,100

※記載欄が不足する場合は、この様式を適宜拡張して使用すること。

※経費は、助成事業以外の経費と区分経理でき、管理できるもので、契約書や請求書、振り込みを証する
書類等により支払いが確認できるものを対象とする。

※助成事業に要した総事業費は、助成事業の実施に係る全ての経費を積算のうえ記入すること。
（消費税及び支払にかかる振込手数料を含む）

メーカー名・品番

メーカー名・品番

3 消耗品費
ノートパソコンＢ

× 120,000 0 129,600
メーカー名・品番

2 消耗品費
ノートパソコンＡ

○ 80,000 160,000 172,800

○実際に購入・契約した内容、購入金額で記載をしてください。

※原則として、支給申請書に記載した内容と同様になりますが、支給申請書に記載の内容（メーカー・型番等含む）と

実際に購入・契約した内容が異なる場合は、実績報告書のご提出前に必ず財団にご連絡をお願いします。

○実績報告書類提出時までに経費の支払いが完了しているものが助成対象になります。



7 助成金額計算書

※②欄は、千円未満切り捨てとすること。

②助成金額
※千円未満切捨て 374374374374 ，000円，000円，000円，000円

テレワーク機
器導入事業

助成金実績報告額助成金実績報告額助成金実績報告額助成金実績報告額
（②と③のいずれか低い額）（②と③のいずれか低い額）（②と③のいずれか低い額）（②と③のいずれか低い額）

※千円未満切捨て
374374374374 ，000円，000円，000円，000円

748,500円 1/2

助成金額（上限額250万円）
①助成対象経費 助成率

②＝①×助成率

374374374374 ，000円，000円，000円，000円

③既支給決定額　※支給決定を受けた額
※千円未満切捨て 378378378378 ，000円，000円，000円，000円

支給決定通知書に記載の支給決定額を記載してください


